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研究成果の概要（和文）：本研究では、東日本大震災以降、その必要性が高まっている災害リスク・コミュニケ
ーションのための新たな形態として、現役の観測研究施設（京都大学防災研究所阿武山地震観測所）を、地震サ
イエンス・ミュージアムとしても活用するための方法について、防災心理学や科学コミュニケーションの観点か
ら検討した。
現存の歴史的な地震観測機器を展示品としても活用し、その機能をわかりやすくデモンストレーションするため
の方法を市民ボランティアと共同制作するという、新たな災害サイエンス・コミュニケーション手法も開発し
た。第2に、アウトリーチ、防災教育の観点から、市民ボランティアの養成・活動プログラムを整備した。

研究成果の概要（英文）：In the aftermath of the Great East Japan Earthquake, we have stronger 
societal demand for more effective disaster risk communication between disaster experts and 
non-experts. This study examined the possibility to make use ofseismological observatory, Abuyama 
Seismological Observatory,
Disaster Prevention Research Institute, Kyoto University, as earthquake science museum, where 
non-experts communicate with experts more fully than before. We developed training curriculum for 
non-experts to work as a voluntary museum staff. Next, we developed guidance procedure where 
visitors learn seismology and disaster science from volunteer staff as mediating communicator 
bridging experts and non-experts.

研究分野：防災心理学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
東日本大震災後、地震学を含む防災研究一
般、ひいては、自然科学研究全般に対する社
会的信頼が揺らいでいる。しかし、そのよう
な状況にあるからこそ、近い将来発生するか
もしれない巨大災害に対する社会的な備
え・関心を高めていくために、こうした研究
領域の研究成果と限界の双方に関する研究
者サイドの情報発信が重要である。同時に、
一般市民サイドの地震学に対する理解を深
めていく必要性もある。地震学を含む防災研
究のアウトリーチが重要となる所以である。 
このような背景から、防災・減災の領域に
おいても、研究成果のアウトリーチは近年重
要視されている。しかし、既往研究の多くは、
研究成果の現場へのアプリケーションとい
うスタイルにとどまっており、研究活動本体
（本研究の場合、地震観測研究）やアウトリ
ーチ活動本体を、専門家と一般市民とのコラ
ボレーションによって推進するような、本格
的なスタイルをもった試みは一部の例外を
除いてほとんど実施されたことがないのが
現状である。 
さて、80 年以上の歴史を有する京都大学
防災研究所阿武山観測所（図 1）には、昭和
初期のウィーヘルト地震計、ガリチン地震計
など、歴史的な地震計が観測可能状態で保存
されている。これらの地震計の歴史的価値は、
国立科学博物館に所蔵されているものをし
のぐ価値をもつ。かつ、同観測所は、内陸地
震に関する稠密地震観測研究計画（通称「満
点計画」）の拠点として、現在も観測活動お
よびデータ集積・解析の拠点として機能して
いる。 
 

図 1 京都大学阿武山地震観測所 
 
本研究は、この環境的条件を最大限に生か
しつつ、現役の地震観測所をそのままサイエ
ンス・ミュージアムとしても機能させ、その
過程で、地震研究を推進する地震学研究者
（研究分担者）と、防災教育、アウトリーチ
を専門とする社会科学研究者（研究代表者）
とのコラボレーションを図るユニークな学
際的試みとして企画された。さらに、ミュー
ジアムの企画・運営の一部を一般市民にアウ
トソーシングする手法によって、研究者（専
門家）と一般市民との間のコラボレーション

（サイエンス・コミュニケーション）をも同
時に推進する点が特徴的である。 
加えて、上述の「満点計画」を小学校の防
災教育と融合させた防災学習プログラム（小
学校に地震計を設置して小学生が地震観測
の一翼を担うプログラムで、すでに一部先行
的に実施済）をベースとして活用しながら、
大学における高度な研究活動と初等教育の
現場とを直接的に結びつけ、防災教育の高度
化、活性化を推進するための具体的な方法を
開発することも要請されていた。 
 
２．研究の目的 
本研究は、歴史的な価値をもつ地震計を所
蔵しながらも、現時点でも現役の地震観測施
設として機能している地震観測所を、近年そ
の重要性が指摘されている研究活動のアウ
トリーチ活動の拠点（「地震サイエンス・ミ
ュージアム」）としても機能するためのアク
ションリサーチである。本研究によって、第
1 に、社会科学系の研究者（研究代表者）と
理学系研究者（研究分担者）とがコラボレー
ション（文理融合型学際的研究）するための
新たなモデルを提示する。かつ、第 2に、ミ
ュージアムの企画・運営の一部を一般市民に
アウトソーシングする手法によって、研究者
（専門家）と一般市民とがコラボレーション
しながらサイエンス・コミュニケーションを
図るための新たなモデルを提案する（図 2参
照）。 

 
 
 図 2 アウトリーチプログラムのチラシ 
 
 以上に略述した複数の個別研究を有機的



に結びつけたアクションリサーチの研究計
画の全体を総覧したもの図 3に示す。 
 

 
 

図 3 研究計画の全体像 
 
３．研究の方法 
（1）概要 
本研究は、大別して 3 つの部分から成る。 
第 1 に、阿武山観測所をサイエンス・ミュ
ージアム化するための方法を、ミュージア
ム・コンテンツの展示内容・方法を実際に検
討し、改善しながら検討する。具体的には、
現在、同観測所に保存されている歴史的地震
観測機器を展示物としても活用するほか、新
たな展示方法を検討する。 
第 2 に、アウトリーチ、防災教育の観点か
ら、「サポータースタッフ」（地震観測所でア
ウトリーチ活動にあたるボランティアスタ
ッフ）の養成・活動プログラムを開発する。 
第 3 に、「満点計画学習プログラム」（上述）
とサイエンス・ミュージアムとを連携させる
ためのプログラムを開発する。以上の実践の
成果と課題について、ミュージアム論、アウ
トリーチ論、防災教育論、サイエンス・コミ
ュニケーション論の観点から理論的に分
析・検証する。 
（2）平成 26 年度 
第 1 に、阿武山観測所をサイエンス・ミュ
ージアム化するための方法を、ミュージア
ム・コンテンツの展示内容・方法を実際に検
討し、改善しながら検討する。展示内容・方
法に関する地震学観点からの考証について
は、研究分担者（飯尾）があたる。現存の歴
史的な地震観測機器を展示品としても活用
し、その機能をわかりやすくデモンストレー
ションし、来館者がハンズオン方式で学習可
能なシミュレーション装置などの作成には
研究代表者があたる。 
第 2 に、アウトリーチ、防災教育の観点か
ら、「サポータースタッフ」の養成・活動プ
ログラムを開発する。具体的には、地震観測
研究の基礎講座、歴史的地震計の展示案内ガ

イド、満点地震計のデモンストレーション等
を基本コンテンツとするミュージアム・カリ
キュラムを担当可能なサポータースタッフ
を養成するためのプログラムを開発し、年間
10 名程度の養成を目指す。 
 

 
図 4 小学生による地震計の設置の模様 
 
第 3 に、「満点計画学習プログラム」（図 3
を参照）を先行的に実施している 2 つの小学
校に続いて、自主防災組織など地域コミュニ
ティで地震計を設置・管理して地震観測研究
に参画してもらうとともに、防災意識を高め
るための学習を進めるための教育プログラ
ムを開発する。具体的には、満点計画を推進
中の京都府下の重点観測地域内に位置する
複数のコミュニティで実装を予定する。 
（3）平成 27～28 年度 
第 1 研究については、導入した新たな展示
方法がもたらす効果を実証実験によって検
証する。実証実験には、「満点計画学習プロ
グラム」に参加している小中学生、一般市民
の協力を得る。特に、新たに導入するハンズ
オン式の展示と、3 次元コンピュータグラフ
ィックスを活用した展示について、その効果
性を検証する。中でも、一般市民が参加する
「満点計画学習プログラム」（第 3 研究）に
よる観測結果等から得られる成果をグラフ
ィックス化したツールを開発して、一般市民
が関与した研究成果を直ちに体感できる仕
組みを整備し、その効果性に焦点を当てる。 
第 2 研究については、養成されたサポータ
ーによるアウトリーチ活動に対するミュー
ジアム来訪者の評価と、従来の専門家による
アウトリーチ活動に対する来訪者の評価を
比較検証し、サポータースタッフ導入の成果
を検証する。また、検証結果に基づいて、サ
ポーターによるアウトリーチプログラムの
改善を図る。 
第 3 研究については、地震観測研究に参画
した地域の住民を対象に、地震学に対する知
識・関心の動向のみならず、防災意識や備え
の変化についてもモニタリング調査を行い、
本研究で新たに導入するアウトリーチ手法
の成果と課題を検証する。 
 



４．研究成果 
本研究では、東日本大震災以降、その必要
性が高まっている災害リスク・コミュニケー
ションのための新たな形態として、現役の観
測研究施設（京都大学防災研究所阿武山地震
観測所）を、地震サイエンス・ミュージアム
としても活用するための方法について、防災
心理学や科学コミュニケーションの観点か
ら検討した。 
 

図 5 サポーターによる地震計解説ツアー 
 
その結果、現存の歴史的な地震観測機器を
展示品としても活用し、その機能をわかりや
すくデモンストレーションするための方法
を市民ボランティアと共同制作するという、
新たな災害サイエンス・コミュニケーション
手法も開発した。サポーター講座によって養
成されたスタッフは合計 50 名を超え、スタ
ッフが 3 年間で 4000 名を超える一般来訪者
を対象にサイエンス・コミュニケーションを
展開することに成功した（図 5参照）。 
また、「満点計画学習プログラム」（第 3研
究）による観測結果等から得られる成果をア
ウトリーチ用に展開するためのツールとし
て「満点箱」を新たに開発、学校や地域での
地震防災教育に役立てるためのプログラム
を開発し、合計 10 回を超える実証実験を通
して、それが防災意識の向上にプラスの効果
を与えることを検証した（図 6は、「満点箱」
を解説するためのビデオ教材）。 
 

 
図 6 「満点箱」（解説ビデオ教材から） 

以上の成果は、以下のように集約できる。
本研究では、相互に密接に関連する 2つの研
究プロジェクト（「阿武山観測所サイエン
ス・ミュージアム化プロジェクト」と「満点
計画学習プログラム」）を実施した。2つのプ
ロジェクトに共通するテーマは、地震学に関
するサイエンス・コミュニケーション、別の
言い方をすれば、地震学のアウトリーチであ
った。つまり、地震学が生み出した知識を広
く社会に普及させ活用してもらうための活
動である。 
本研究の成果として提起したい重要な論
点は、「アウトリーチ」には 2種類－「浅い
アウトリーチ」と「深いアウトリーチ」－が
あることである。「浅いアウトリーチ」は、
サイエンスカフェなどに典型的に見られる
ように、玄人（専門家）と素人（非専門家）
の色分けには一切手をつけず、玄人が「出血
大サービス」で手取り足取り知識・情報を親
切にお伝えしますという活動に代表される。
つまり、これは「伝える」を中心とするアウ
トリーチです。「浅いアウトリーチ」は、い
ろいろな意味で即効性はあるが、科学と社会
の関係、あるいは、玄人と素人との関係に本
質的な変化をもたらすことは期待薄だと言
える。 
他方、「深いアウトリーチ」とは、玄人が
玄人として携わっている活動の一部を、－
もちろん、そのほんの一部ではあるが－素
人が「担う」ことを中核とするアウトリーチ
である。たとえば、満点地震計の設置・保守
を小学生が「担う」こと、あるいは、地震学
に関する「浅いアウトリーチ」をボランティ
アスタッフ（「サポーター」）が「担う」こと
は、まさにこれにあたる。 
本研究の成果として二つ目に注目すべき
点は、「サイエンス（理学）～エンジニアリ
ング（工学）～マネジメント（社会科学や行
政）～市民」という系列に関係する。これは、
減災を支える学問や実務について我々がふ
つうイメージしている系列である。たとえば、
まずサイエンス（地震学者）が地震や津波に
ついて研究し、その結果想定された地震や津
波の大きさに耐えることができる建物や避
難タワーをエンジニアリング（工学者・技術
者）が設計・建設し、それらを活かしたリス
ク・マネジメントの方法（たとえば、避難計
画）を社会科学系の研究者や行政職員が設定
し、市民はその成果に従うことで減災を進め
るという構図である。知識や情報の受け渡し
の流れに注目して、この系列は「上流～下流」
にたとえられることもある。もちろん、サイ
エンスが上流側、市民が下流側である。 
この「上流～下流」のたとえは、けっして
望ましいものではない。実際、この系列に基
づく減災理解には次のような批判がある。
「上流から下流へと伝わる一方向の知識・情
報の流れには問題がある、双方向のやりとり
や連携が必要だ」という批判である。たとえ
ば、建築の研究者（エンジニアリング）が、



「この地域にどの程度の地震動がありうる
のか、せめて××くらいの精度でインプット
してもらえませんか」と地震の研究者（サイ
エンス）にリクエストしたり、マネジメント
と市民の関係について「市民目線で避難計画
を立てる必要がある」との指摘を見聞きした
りする。ただし、こうした問題提起やそれを
踏まえた活動も、多くの場合、上の系列のお
隣同士の間でしか起きていない。最上流のサ
イエンスと最下流の市民（素人）との間は、
まだまだ遠く隔てられているのが現状であ
る。 
本研究でチャレンジした 2つの事例は、サ
イエンスと市民という（一見）もっとも連携
しにくそうなプレーヤー同士を一気に結び
つけようとする試みであった。よって、それ
は、一般にはより困難と予想されるものであ
る。しかし、だからこそ、うまくいけば、「こ
の2つの間にすらつながりの回路を工夫でき
るのなら、ましていわんや…」という論理で、
減災の系列を構成するプレーヤー間の関係
を一気に再編するための起爆剤になりうる
とも言える。本研究が、最先端の地震観測研
究（サイエンス）と、ごくごく一般の市民（小
学生すら含む）という、「水と油」との関係
にあえて焦点をあてたのは、このためであっ
た。 
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